
 

 

 

 

 

第2次広島市消費生活基本計画 

消費者施策（個別施策）実施状況 

（令和４年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

＜令和３年度の取組状況＞ 

 実施した事業については特記すべき事業の内容や実績を、実施しなかった事業について 

はその理由や検討状況等を記載しています。 

〔区分〕  

     １・・・事業の内容を実施したもの 

     ２・・・事業の内容を実施しなかったもの 

     ３・・・事案等の発生がなかったため実施していないもの 

 

＜令和４年度以降の予定＞ 

令和４年度以降に、事業の内容に変更（事業の見直し・拡充等）がある場合にその内容を

記載しています。該当がない場合は空欄になっています。 
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Ⅰ 第 2次広島市消費生活基本計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  消費生活の安全・安心の確保 

（１） 危害・危険防止 

【実施事業】 
○ 消費者庁への重大事故等の通知 
○ ホームページや消費生活情報紙、掲示等での消費生活の緊急情報の提供 
○ 商品テスト依頼による製品の性能・品質・欠陥等に対する原因究明の支援 

ア 事故の防止・原因究明のための取組 

 

イ 食品等の安全性の確保 

 
【実施事業】 
○ 食品関係施設への立入検査 
○ 食品などの検査 
○ 食中毒等健康被害発生時の迅速・的確な調査等の実施 
○ 食品衛生に関する講習会及び意見交換会の実施 
○ 市内で生産した新鮮、安心な“ひろしまそだち”産品の地産地消の推進 
○ 医療関係施設の開設等の許認可等 
○ 医療関係施設への立入検査 
○ 薬事関係施設の開設等の許認可等 
○ 薬事関係施設への立入検査 

ウ 住まいの安全性の確保 

 
【実施事業】 
○ 住まいのアドバイザー派遣 
○ 住宅相談の実施 
○ マンション管理セミナーの開催 
○ 住宅に関する情報の提供 
○ 欠陥住宅 110 番の実施支援 
○ 耐震シェルター等設置補助 
○ 住宅耐震診断補助 
○ 住宅耐震改修設計補助 
○ 住宅耐震改修補助 
○ 住宅用火災警報器の普及啓発 

（２） 自主的かつ合理的な選択ができる取引環境の確保 

ア 表示・規格・計量等の適正化 

 
【実施事業】 
○ 食品表示法に基づく食品表示の適正化事業 
○ 健康増進法に基づく食品表示の適正化事業 
○ 医事指導事業 
○ 薬事指導事業 
○ 電気用品安全法、消費生活用製品安全法、ガス事業法、家庭用品品質表示法に基づく

立入検査 
○ 広島市が定めるべき表示基準の必要性等についての検討 
○ 「はかり」の定期検査 
○ 量販店の商品の量目検査、有効期限のある計量器の検査等立入指導取締 
○ 計量の普及啓発 
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イ 生活関連物資の安定供給 

 
【実施事業】 
○ 物価の監視・調査 
○ 特定生活関連物資の指定及び調査等 
○ 中央卸売市場における生鮮食料品等の取引の適正化及び流通の円滑化 
○ 物価情報の提供 
○ 中央卸売市場における生鮮食料品等の市況情報の提供 

（３） 事業者への働きかけ 

ア 国・県と連携した事業者指導等 

 
【実施事業】 
○ 他都市における不当取引防止のための取組情報の収集及び分析 
○ 中国地方悪質事業者対策会議への参加 
○ 国・県の関係機関との情報交換会への参加 
○ 中国ブロック消費生活センター所長会議への参加 
○ 事業者からの事情聴取、消費者を交えた三者面談の実施 
○ 県生活センターとの情報交換 

【実施事業】 
○ 消費者安全確保地域協議会の設置 
○ 消費者安全確保地域協議会の運営 
○ 地域見守り実践マニュアルの作成 
○ 高齢者への消費生活相談周知事業 
○ 食材配達サービスを利用した情報提供事業 
○ 消費者安全確保地域協議会の設置・運営や見守り主体となる人材育成、学校における

消費者教育推進のための組織体制の強化 
○ 広島市消費者行政ネットワーク会議の開催 
○ 高齢者等の消費者被害防止対策講座 
○ 配食サービスを利用した高齢者への情報提供事業 
○ 消費生活出前講座 
○ 消費生活サポーター育成のための講座 
○ 消費生活協力団体育成のための見守り講座 
○ 消費生活協力団体への委嘱 
○ 消費生活協力団体と消費生活センターの連携 

（４） 安全・安心な地域づくり 

 

ア 地域連携による安全・安心な環境づくり 

 

イ 高齢者及び障害者等の権利擁護の推進 

 
【実施事業】 
○ 消費生活相談における高齢者及び障害者の権利擁護の推進のための関係機関の紹介 
○ 地域包括支援センターとの連携による高齢者の消費者被害の発生及び拡大の防止 
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（１） 相談体制 

ア 相談受付 

 
【実施事業】 
○ 情報通信技術の発達を生かした相談受付の在り方についての研究 
○ 国際会議場国際交流ラウンジの外国人市民の生活相談コーナーの通訳相談員事業との  

連携 

イ 広域連携 

 
【実施事業】 
○ 広域連携による相談体制についての研究 
○ ＰＩＯ－ＮＥＴへの情報登録日数の短縮 
○ 消費者被害に関する広域的情報共有体制の構築 

（２） 相談の質の向上 

ア 有資格相談員の確保 

 
【実施事業】 
○ 有資格相談員による消費生活相談 
○ 弁護士による助言業務実施 
○ 弁護士との連携による相談会の開催 
○ 弁護士会との事例検討会 
○ 相談員募集に当たっての有資格者への案内 

ウ 事業者へのあっせん 

 
【実施事業】 
○ 相談員のあっせんによる契約トラブル等の解決 
○ 相談員の交渉力向上のための研修の実施 

イ 相談員の研修 

 
【実施事業】 
○ 相談業務に係る研修の実施 
○ 国民生活センターや広島県等が主催する研修への相談員の派遣 

２  消費者の被害の救済 

エ 他の専門相談機関との連携 

 
【実施事業】 
○ 弁護士による助言業務実施 
○ 弁護士との連携による相談会の開催 
○ 弁護士会との事例検討会 
○ 適格消費者団体との連携による消費者被害の発生の未然防止、拡大の防止 
○ 警察を含む関係相談窓口等の連携の強化 
○ 各種業界の相談窓口への紹介 
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（３） 消費生活センターの周知と身近な消費生活センターの実現 

ア 消費生活センターの周知 

 

【実施事業】 
○ 高齢者への消費生活相談周知事業 
○ 食材配達サービスを利用した情報提供事業 
○ 消費者安全確保地域協議会、消費生活サポーター、消費生活協力団体を活用した消費

生活センターの周知 
○ 広島市広報番組による広報 
○ 消費生活情報紙の発行 
○ 消費者力向上キャンペーン事業の実施 
○ 配食サービスを利用した高齢者への情報提供事業 

イ 多重債務問題 

関係機関等の連携の強化 

 
【実施事業】 
○ 消費生活情報紙等による多重債務相談窓口の市民への周知 
○ 多重債務問題対策における関係機関等の連携の強化 
○ 多重債務問題に関する研修会 

（４） 消費者意見の反映、消費者紛争・訴訟への支援 

ア 消費者の意見・要望等の把握 

 

【実施事業】 
○ 消費生活相談における消費者の意見・要望等の把握・反映 
○ 広島市消費生活審議会への消費者団体、公募市民の参画 
○ 消費生活基本計画案へのパブリックコメントの募集と意見の計画への反映 
○ 消費生活モニター、ホームページにおける消費者の意見の募集 
○ 市長への申出制度 

イ 消費者紛争・訴訟への支援 

関係機関等の連携の強化 

 
【実施事業】 
○ 広島市消費生活紛争調停委員会における調停 
○ 消費者訴訟の援助 

ウ 消費者団体訴訟 

関係機関等の連携の強化 

 
【実施事業】 
○ 特定適格消費者団体への情報提供等の協力 
○ 適格消費者団体との連携による消費者被害の発生及び拡大の防止 
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消費者教育推進計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  消費者力の向上 

（１） 消費者教育の推進の必要性 

ア 消費者教育の意義 

 

ア 学校 

 
【実施事業】 
○ 消費者教育コーディネーターの学校訪問 
○ 小・中・高等学校用消費者教育教材の提供 
○ 小・中・高等学校消費者教育授業モデルの開発 
○ 高等学校消費者教育の広島県との連携・協力 
○ 学校での防犯教室、安全教室での消費者トラブルの注意喚起 
○ 若年消費者学習会（高等学校卒業前、大学・専門学校入学時ガイダンス等における

消費者教育の実施） 
○ 大学・専門学校の学生支援室等との定期的な情報交換 
○ 消費者安全確保地域協議会の設置・運営や見守り主体となる人材育成、学校におけ

る消費者教育推進のための組織体制の強化 
○ 教員を対象とした消費者教育研修の実施 
○ 電子メディア協議会による出前講座の実施 

イ 地域 

 
【実施事業】 
○ 高齢者サロンワーキング事業 
○ 夏休み学習会の実施 
○ 子ども向けイベントへの出展 
○ 若年消費者学習会 
○ 成人祭における消費者啓発 
○ 消費生活協力団体育成のための見守り講座 
○ 消費生活協力団体と消費生活センターの連携 
○ 消費者安全確保地域協議会の設置・運営や見守り主体となる人材育成、学校における  

消費者教育推進のための組織体制の強化 
○ 消費生活出前講座 
○ 消費者大学 
○ 高齢者等の消費者被害防止対策講座 
○ 電子メディア協議会による出前講座の実施 

イ 消費者市民社会 

 

ウ 学校における消費者教育 

 

エ 教員アンケート 

 

（2） 様々な場・ライフステージにおける消費者教育の取組 
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（３） 啓発活動 

ア 消費者力向上キャンペーン 

 
【実施事業】 
○ 消費者力向上キャンペーン事業の実施 

ウ 家庭 

 
【実施事業】 
○ 環境に配慮した消費行動と事業活動の啓発 
○ 広島市家庭用スマートエネルギー設備設置補助 
○ 広島市集合住宅共用部のＬＥＤ照明器具交換補助 
○ 食品ロス削減キャンペーン「スマイル！ひろしま」 
○ わ食（和食・輪食・環食）の推進 
○ 市内で生産した新鮮、安心な“ひろしまそだち”産品の地産地消の推進 

エ 職場 

 
【実施事業】 
○ 事業者向け講習会の開催等 
○ 事業者及び事業者団体による消費者教育の取組との協力 
○ 新入社員研修における消費者問題についての講習 
○ 公益通報に関する制度のホームページでの情報提供 
○ 事業者への消費者の意見・要望、適正な事業活動等のための情報提供 
○ 各種業界との情報交換 
○ いい店ひろしま顕彰事業 
○ 広島市生活衛生事業功労表彰 
○ 広島市ごみ減量優良事業者表彰制度 
○ 広島市環境美化功労者表彰 
○ ひろしまエコ事業所認定制度 
○ 広島市男女共同参画推進事業者表彰 

イ 情報紙の発行 

 
【実施事業】 
○ 消費生活情報紙の発行 

ウ 各種啓発活動 

 
【実施事業】 
○ 市広報紙・広報番組を活用した情報提供 
○ ホームページ等による消費生活に関する情報提供 
○ 消費者啓発リーフレットの作成・配布 
○ 訪問販売・訪問購入お断りステッカーの作成・配布 
○ 消費生活パネルの展示・貸出及び啓発図書等の貸出 
○ ＰＩＯ－ＮＥＴを活用した情報収集及び活用 
○ ＳＮＳによる注意喚起 
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（４） 消費者団体の育成・支援 

【実施事業】 
○ 公益社団法人広島消費者協会事業補助 
○ 消費者の自主活動の場の提供 
○ 消費者団体等と協力した啓発事業の実施 



　「第２次広島市消費生活基本計画」消費者施策（個別施策）実施状況

○基本計画の柱　１　消費生活の安全・安心の確保 1

（１）　危害・危険防止 2

ア　事故の防止・原因究明のための取組 3

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

1
消費者庁への重大
事故等の通知

消費者安全法に基づき、生命・身
体に影響するような重大事故等が
発生した場合、速やかに消費者事
故に関する情報を消費者庁に通知
します。

・重大事故等の通知件数
　2件

1
市民局
消費生活セ
ンター

2

ホームページや消
費生活情報紙、掲
示等での消費生活
の緊急情報の提供

商品事故等に関する緊急情報を
ホームページや情報紙等の媒体に
より市民へ情報提供し、被害の発
生や拡大の防止を図ります。

・緊急情報をホームページや情報
紙等を通じて市民へ情報提供し
た。

1
市民局
消費生活セ
ンター

3

商品テスト依頼に
よる製品の性能・
品質・欠陥等に対
する原因究明の支
援

製品の性能・品質・欠陥等に関す
る苦情相談に対して、迅速かつ的
確に、国等の関係機関に商品テス
トを依頼し、原因究明の支援や事
業者への指導などを行います。

・商品テストの依頼件数
　0件

3
市民局
消費生活セ
ンター

イ　食品等の安全性の確保

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

4
食品関係施設への
立入検査

食品衛生法の規定に基づき、食品
関係施設に対する許認可、監視指
導等を実施し、食品に起因する健
康被害の発生を防止します。
・食品関係施設に対する立入検査
（監視指導）
・違反食品に対する措置命令
・違反施設の営業禁停止命令等

・食品関係施設に対する立入検査
　13,036件
・違反食品に対する措置命令
　0件
・違反施設の営業禁停止命令等
　4件 1

健康福祉局
食品保健課
食品指導課

5 食品などの検査

食品衛生法および食品表示法に基
づき、食品関係施設に対する収去
検査を実施し、食品などに起因す
る健康被害の発生を防止します。

・食品などの検査件数
　775件

1
健康福祉局
食品保健課
食品指導課

6
食中毒等健康被害
発生時の迅速・的
確な調査等の実施

食中毒等の健康被害が発生した場
合には、迅速・的確に調査等を行
うとともに、情報を公表すること
により、被害の拡大や再発防止を
図ります。

・食中毒等の公表件数
　5件

1
健康福祉局
食品保健課
食品指導課

7

食品衛生に関する
講習会及び意見交
換会の実施【再掲
№50(1)】

市民等を対象にした衛生講習会や
意見交換会を開催し、食品衛生に
関する正しい知識の普及に努め、
食品に起因する健康被害の発生を
防止します。

・市民向け衛生講習会及び意見交
換会開催回数　2件

1
健康福祉局
食品保健課
食品指導課

8

市内で生産した新
鮮、安心な“ひろ
しまそだち”産品
の地産地消の推進
【再掲№50(5)、142】

・市内の農林漁業者が市内で生産
した農林水産物及び加工品に“ひ
ろしまそだち”マークを表示し、
市内産・新鮮・安心な産品の地産
地消を図ります。
・ホームページ等による“ひろし
まそだち”の消費者への情報発信
や、「ひろしま朝市」などの産地
直売等により地産地消の推進を図
ります。

・市内の農林漁業者が市内で生産
した農林水産物及び加工品に“ひ
ろしまそだち”マークを表示し、
市内産・新鮮・安心な産品の地産
地消を図った。
・企業と連携して“ひろしまそだ
ち”産品を活用したメニューを開
発し、レシピ動画をSNS等で配
信するなどの情報発信や、「ひろ
しま朝市」の開催により地産地消
の推進を図った。

1
経済観光局
農政課

9
医療関係施設の開
設等の許認可等

医療施設及び医療関係施設に対す
る許可及び届出関係事務並びに施
設に対する監視指導を行います。

・医療施設等に対する許可及び届
出関係事務　1,876件
・医療施設等に対する監視指導
（立入）　366件 1

健康福祉局
環境衛生課

10
医療関係施設への
立入検査

適正な医療の提供体制の確保のた
め、医療施設及び医療関係施設に
対して関係法令に基づき指導を行
います。

・医療施設等に対する監視指導
（立入）　366件

1
健康福祉局
環境衛生課

[凡例]
１　事業の内容を実施したもの
２　事業の内容を実施しなかったもの
３　事案等の発生がなかったため実施していないもの

1



No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

11
薬事関係施設の開
設等の許認可等

薬局及び医薬品等販売業者に対す
る許可及び届出関係事務並びに施
設に対する監視指導を行います。

・薬局等に対する許可及び届出関
係事務　4,940件
・薬局等に対する監視指導（立
入）　587件 1

健康福祉局
環境衛生課

12
薬事関係施設への
立入検査

医薬品等の安全性の確保のため、
薬局、医薬品・医療機器販売業者
に対して関係法令に基づき指導を
行います。

・薬局等に対する監視指導（立
入）　587件

1
健康福祉局
環境衛生課

13 環境衛生指導事業

旅館、公衆浴場、興行場、理容
所、美容所、クリーニング所、コ
インランドリー、温泉利用施設、
化製場、プール等の環境衛生関係
施設を関係法令等に基づき指導す
ることにより、市民生活に密接で
多大な影響をもたらす施設の衛生
を確保し、市民の保健衛生の向上
に取り組みます。

・環境衛生関係施設への指導
　監視指導件数　862件

1
健康福祉局
環境衛生課

14
家庭用品安全対策
事業
【再掲№89（16）】

衣類や洗浄剤などの家庭用品を試
買し、含有される可能性のある有
害物質の検査を行い、その結果に
応じて、製造、販売業者等への指
導を実施します。基準値以上の有
害物質を含有する家庭用品の排除
又は市場への流通を防止すること
で、消費者の健康被害発生の防止
に努めます。

・家庭用品試買及び検査の実施
　試験検査件数　19件

1
健康福祉局
環境衛生課

15
毒物劇物指導事業
【再掲№50（4）、89
（17）】

毒物及び劇物取締法に基づき、施
設への立ち入り調査を行い、保
管、取扱方法など毒物及び劇物の
適切な管理を指導します。市民か
らの毒物劇物に関する苦情につい
て調査し、改善を図ります。

・毒物劇物に係る施設に対する許
可及び届出関係事務　331件
・毒物劇物に係る施設に対する監
視指導（立入）　153件

1
健康福祉局
環境衛生課

16

消費生活条例に基
づく事業者への調
査・指導・勧告・
公表等
【再掲№27、37、
43、51】

消費生活条例に基づき、勧告に従
わない場合には、事業者名の制裁
的公表まで行うことを前提とした
事業者指導を行い、被害の発生や
拡大の防止を図ります。

・（食品の安全性の確保に関する
指導等）実績なし
・引き続き、条例に違反する行為
を行っている疑いのある事案が発
生した場合は、事業者指導を行
い、被害の発生や拡大の防止を図
る。

3
市民局
消費生活セ
ンター

ウ　住まいの安全性の確保

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

17
住まいのアドバイ
ザー派遣

住宅のリフォームを検討している
市民に対して、専門知識を有する
建築士を中立的な立場の専門家
（住まいのアドバイザー）として
現地に派遣し、適切な助言を行い
ます。

・住まいのアドバイザー派遣
　派遣件数　９件

1
都市整備局
住宅政策課

18 住宅相談の実施

住宅リフォーム、耐震及びマン
ション管理等に関して、専門的知
識を有する建築士、弁護士によ
り、的確なアドバイスを市民に対
し実施します（毎月1回）。

・住宅相談
　月1回12件の枠内（年144件
の枠内）で、建築士、弁護士によ
る無料相談を実施。
　件数　76件（建築士37件、
弁護士39件）

1
都市整備局
住宅政策課

19
マンション管理セ
ミナーの開催

マンション管理組合員や、マン
ションの区分所有者などを対象
に、マンション管理に必要な知識
の普及と啓発を図るべく、毎年１
０月、住生活月間記念行事の一環
で、専門家によるセミナーを実施
します。

・マンション管理セミナー
　新型コロナウイルス感染症拡大
のため専門家によるセミナーを実
施せず、マンション管理の基本的
事項に関する資料を広島市ホーム
ページに掲載。

2
都市整備局
住宅政策課

20
住宅に関する情報
の提供

公的賃貸住宅募集情報及び住まい
のガイドなど、市民の多様な居住
ニーズに応じるために、住宅に関
する情報を提供します。

・公営賃貸住宅募集案内の配布
　市営住宅：年４回の定期公募に
ついて案内
　県営住宅：広島市内にある県営
住宅の年３回の定期公募について
案内
・住まいのガイドの作成
　2,000部作成

1
都市整備局
住宅政策課

2



No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

21
欠陥住宅１１０番
の実施支援

平成11年5月に設立された、弁
護士や建築士を構成員とする「広
島欠陥住宅研究会」が行う欠陥住
宅被害１１０番等の相談事業の会
場を提供するなど、必要な支援を
行います。

・広島欠陥住宅研究会による相談
会の実施に協力
　実施回数　1回
　相談件数　9件 1

市民局
消費生活セ
ンター

22
耐震シェルター等
設置補助

戸建木造住宅に居住する高齢者や
障害者等を対象に、耐震シェル
ター等の設置費用の一部を補助し
ます。

・耐震シェルター等設置補助事業
　申請なし

3
都市整備局
住宅政策課

23 住宅耐震診断補助

戸建木造住宅及び分譲マンション
で行う耐震診断の経費の一部を補
助します。

・住宅耐震診断補助事業
　戸建て木造住宅　４戸
　分譲マンション　0棟

1
都市整備局
住宅政策課

24
住宅耐震改修設計
補助

耐震性が十分でない戸建木造住宅
で行う耐震改修設計の経費の一部
を補助します。

・住宅耐震改修設計補助事業
　0戸

3
都市整備局
住宅政策課

25 住宅耐震改修補助

耐震性が十分でない戸建木造住宅
で行う耐震改修の経費の一部を補
助します。(※H２８年度から再
開)

・住宅耐震改修補助事業
　構造評点0.4以上0.7未満
　0戸
　構造評点0.4未満　0戸 3

都市整備局
住宅政策課

26
住宅用火災警報器
の普及啓発

広島市火災予防条例により設置が
義務付けられている住宅用火災警
報器について、設置促進や維持管
理に関する広報を実施します。
なお、住宅火災による死者の割合
は高齢者が高いことから、特に高
齢者を対象とした広報を重点的に
行います。

・住宅防火防災キャンペーン（9
月1日～9月21日）の実施
・市政広報番組への出演（6月
20日、8月22日、12月12日放
送　カープ家のひろしま生活）
・上記のほか、広報紙への記事掲
載・ラジオ等への出演
・各種行事やイベントによる広報
・防火講話等による広報
・市ホームページによる情報提供
・住宅集中地域等を対象とした広
報（消防車等による巡回広報、横
断幕の掲示など）

1
消防局
予防課

27

消費生活条例に基
づく事業者への調
査・指導・勧告・
公表等
【再掲№16、37、
43、51】

消費生活条例に基づき、勧告に従
わない場合には、事業者名の制裁
的公表まで行うことを前提とした
事業者指導を行い、被害の発生や
拡大の防止を図ります。

・（住まいの安全性の確保に関す
る指導等）実績なし
・引き続き、条例に違反する行為
を行っている疑いのある事案が発
生した場合は、事業者指導を行
い、被害の発生や拡大の防止を図
る。

3
市民局
消費生活セ
ンター

（２）　自主的かつ合理的な選択ができる取引環境の確保
ア　表示・規格・計量等の適正化

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

28

食品表示法に基づ
く食品表示の適正
化事業【再掲№
89(13)】

市内の製造・販売業者に対し、食
品表示法に基づく食品の適正な表
示を行わせるよう点検指導を行い
ます。
・食品営業施設に対する食品表示
点検（現場検査）の実施
・消費者からの食品表示に関する
苦情の受付、調査、指導の実施
・食品表示の適正を確保するため
の食品一斉監視の実施

・食品営業施設に対する現場検査
件数　12,826件
・消費者からの食品表示に関する
苦情の受付、調査、指導の実施
　32件
・食品表示適正化推進月間行事の
開催　12月に開催

1
健康福祉局
食品保健課
食品指導課

29
健康増進法に基づ
く食品表示の適正
化事業

市内の製造・販売業者に対し、健
康増進法に基づく広告その他の適
正な表示を行わせるよう点検指導
を行います。
・食品営業施設に対する食品表示
点検（現場検査）の実施
・消費者からの表示に関する苦情
の受付、調査、指導の実施
・食品表示の適正を確保するため
の食品一斉監視の実施

・食品営業施設に対する現場検査
件数　12,826件
・消費者(他自治体および事業者
を含む)からの食品表示に関する
苦情の受付、調査、指導の実施
0件
・食品表示適正化推進月間行事の
開催　12月に開催

1
健康福祉局
食品保健課
食品指導課

30
医事指導事業【再
掲№50(2)、89(14)】

適正な医療の提供体制の確保のた
め、医療施設及び医療関係施設に
対して関係法令に基づき指導を行
います。
・市民からの医療関係施設等に対
する保健衛生上の苦情に伴う調
査・指導

・医療施設等に対する監視指導
（立入）　366件

1
健康福祉局
環境衛生課

3



No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

31
薬事指導事業【再
掲№50(3)、89(15)】

医薬品等の安全性の確保のため、
薬局、医薬品・医療機器販売業者
に対して関係法令に基づき指導を
行います。
・薬局及び医薬品等販売業者に対
する許可及び届出関係事務並びに
施設に対する監視指導
・市民からの薬事関係施設等に対
する保健衛生上の苦情に伴う調
査・指導

・薬局等に対する許可及び届出関
係事務　4,940件
・薬局等に対する監視指導（立
入）　587件

1
健康福祉局
環境衛生課

32

電気用品安全法、
消費生活用製品安
全法、ガス事業
法、家庭用品品質
表示法に基づく立
入検査

家庭で使用する製品について、電
気用品安全法や消費生活用製品安
全法、ガス事業法、家庭用品品質
表示法に基づく基準を満たした表
示がされているかを検査するた
め、市内の販売店に立ち入り、違
反があった場合には、制度や法令
遵守の対応について説明を行い、
その後、直ちに主務大臣への報告
を行います。

・電気用品安全法のほか、消費生
活用製品安全法、ガス事業法及び
家庭用品品質表示法に基づく立入
検査を行った。
・電気用品安全法
　検査店舗数　1店舗
　検査点数　   10点
　違反なし
・消費生活用製品安全法
　検査店舗数　1店舗
　検査点数　   1点
　違反なし
・ガス事業法
　検査店舗数　1店舗
　検査点数　   3点
　違反なし
・家庭用品品質表示法
　検査店舗数　2店舗
　検査点数　   21点
　違反なし

1
市民局
消費生活セ
ンター

33

広島市が定めるべ
き表示基準の必要
性等についての検
討

消費者が商品やサービスを選択す
る際の判断基準となる表示等につ
いて、消費生活条例に基づき、事
業者が遵守すべき基準の策定の必
要性について検討します。

・市独自の表示基準を必要とする
事案なし
・今後も市独自の表示基準の策定
が必要な事案が認められた場合に
は検討を行う。

3
市民局
消費生活セ
ンター

34
「はかり」の定期
検査

適正な計量の実施の確保のため、
特定計量器の検査を行います。
・商店や病院などの取引や証明に
使用する計量器の定期検査
・家庭用計量器の検査

・計量器の定期検査
　検査器数　4,620器

1
経済観光局
計量検査所

35

量販店の商品の量
目検査、有効期限
のある計量器の検
査等立入指導取締

適正な計量の実施の確保のため、
スーパーマーケット等の計量関係
事業者へ立ち入り、内容量が表記
してある商品について検査・指導
等を行います。
有効期限のある計量器（ガス・水
道・電気・ガソリン・タクシーな
どのメーター）の検査を行いま
す。

・検査件数
　4,070件
・有効期限のある計量器の検査
　検査器数　801器

1
経済観光局
計量検査所

36 計量の普及啓発

○小学生等を対象とした計量イベ
ントを開催します。
○出前講座の開催
テーマを「「計量」の知識」とし
た出前講座を開催します。

・安佐動物園にて、計量イベント
「動物園で計量記念日」を開催す
る予定だったが、令和3年度は新
型コロナウイルス感染症影響によ
り、中止となった。
・出前講座については、依頼がな
かったため、実績なし。

2
経済観光局
計量検査所

37

消費生活条例に基
づく事業者への調
査・指導・勧告・
公表等
【再掲№16、27、
43、51】

消費生活条例に基づき、勧告に従
わない場合には、事業者名の制裁
的公表まで行うことを前提とした
事業者指導を行い、被害の発生や
拡大の防止を図ります。

・（表示・規格・計量の適正化に
関する指導等）実績なし
・引き続き、条例に違反する行為
を行っている疑いのある事案が発
生した場合は、事業者指導を行
い、被害の発生や拡大の防止を図
る。

3
市民局
消費生活セ
ンター

イ　生活関連物資の安定供給

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

38 物価の監視・調査

日常生活に関連の深い日用品や食
料品の生活物資について、消費生
活モニターにより、価格動向や受
給状況等の必要な調査を行いま
す。

・消費生活モニターにより、日常
生活物資11品目の価格について
毎月1回調査を実施した。

1
市民局
消費生活セ
ンター

4



No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

39
特定生活関連物資
の指定及び調査等

生活関連物資の著しい不足や価格
が著しく上昇した場合には、それ
らの物資を特定生活関連物資とし
て指定し、必要な調査を行いま
す。
また、事業者が円滑な流通を妨げ
たり、適正な利得を著しく超える
価格で販売していると認められる
場合は、当該事業者に対して、事
業活動を是正するよう指導や勧告
を行います。

・該当事案なし。引き続き必要時
には調査、指導、勧告を行うこと
とする。

3
市民局
消費生活セ
ンター

40

中央卸売市場にお
ける生鮮食料品等
の取引の適正化及
び流通の円滑化

中央卸売市場を開設し、適正かつ
健全な運営を確保することによ
り、生鮮食料品等の取引の適正化
とその流通の円滑化を図ります。

・広島市中央卸売市場業務条例に
基づき、市場施設の使用等に係る
協定の締結及び業務上必要な指
導・助言等を行い、市場の適正か
つ健全な運営を確保した。

1
経済観光局
中央卸売市
場

41 物価情報の提供

消費者が毎月の物価の推移をわか
りやすく把握できるよう、広島市
で実施した生活関連物資の価格調
査結果や、総務省統計局が実施・
調査する広島市の費目別消費者物
価指数について、ホームページで
情報提供します。

・物価の調査結果及び広島市の費
目別消費者物価指数について市
ホームページにより情報提供を
行った。

1
市民局
消費生活セ
ンター

42
中央卸売市場にお
ける生鮮食料品等
の市況情報の提供

中央卸売市場での取引価格等の市
況情報について、ホームページに
掲載します。

・中央卸売市場での取引価格等の
市況情報について、ホームページ
に掲載した。 1

経済観光局
中央卸売市
場

43

消費生活条例に基
づく事業者への調
査・指導・勧告・
公表等
【再掲№16、27、
37、51】

消費生活条例に基づき、勧告に従
わない場合には、事業者名の制裁
的公表まで行うことを前提とした
事業者指導を行い、被害の発生や
拡大の防止を図ります。

・（生活関連物資の安定供給に関
する指導等）実績なし
・引き続き、条例に違反する行為
を行っている疑いのある事案が発
生した場合は、事業者指導を行
い、被害の発生や拡大の防止を図
る。

3
市民局
消費生活セ
ンター

（３）　事業者への働きかけ
ア　国・県と連携した事業者指導等

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

44

他都市における不
当取引防止のため
の取組情報の収集
及び分析

消費生活条例に定める不当な取引
行為の禁止に係る運用について、
他都市の取組について調査・研究
していきます。

・他都市の取組について情報収集
を行った。引き続き、研究を行
う。

1
市民局
消費生活セ
ンター

45
中国地方悪質事業
者対策会議への参
加

中国地方悪質事業者対策会議へ参
加し、要注視事業者に関する情報
交換及びその対応策について意見
交換を行います。

・新型コロナウィルス感染症の影
響により、中止となった。

2
市民局
消費生活セ
ンター

46
国・県の関係機関
との情報交換会へ
の参加

国・県の関係機関との会議に出席
し、情報交換を行います。

・オンラインでの会議に出席し、
情報交換を行った。

1
市民局
消費生活セ
ンター

47
中国ブロック消費
生活センター所長
会議への参加

消費者行政の効率的な運営のた
め、中国ブロック消費生活相談機
関間の情報交換及び消費者の意
見、要望、相談等に関し、相互の
円滑な連絡、協調を図ります。

・オンライン会議により議題等に
ついて情報交換を行い、協調を
図った。

1
市民局
消費生活セ
ンター

48

事業者からの事情
聴取、消費者を交
えた三者面談の実
施

不当な取引行為が懸念されるよう
な相談が複数あった場合には、事
業者に状況聴取や改善要求を行っ
たり、相談した消費者とともに事
業者と協議（三者面談）を行うこ
とによって、実態を把握し、不当
とはいえないまでも誤解を与えか
ねない取引行為については、取引
行為の改善について事業者と協議
を行い、事業者の活動の是正を図
ります。

・事情聴取
　24件
　三者面談
　1件

・引き続き不当な取引行為が懸念
されるような相談が複数あった場
合には、事業者に対する状況聴取
や改善要求、三者面談等を行い、
事業者の活動の是正を図る。

1
市民局
消費生活セ
ンター

49
県生活センターと
の情報交換

消費生活相談において、法による
行政処分が必要な可能性がある案
件について、県生活センターと情
報交換を行い、連携して対応しま
す。

・広島県による行政指導
　4件（うち行政指導4件とも
県・市の情報共有に基づく事案）
・広島県による行政処分
　3件（県・市の情報共有に基づ
く事案

1
市民局
消費生活セ
ンター

5



No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

50 事業者向け講習会等の開催及び調査・指導等の実施

(1)

事業者等を対象にした衛生講習会
や意見交換会を開催し、食品衛生
に関する正しい知識の普及に努
め、食品に起因する健康被害の発
生を防止します。
・事業者向け講習会の開催
・事業者の自主衛生管理の促進

・事業者向け衛生講習会及び意見
交換会開催回数　92件

1
健康福祉局
食品保健課
食品指導課

(2)

市民からの医療関係施設等に対す
る保健衛生上の苦情に伴う調査・
指導を行います。

・市民からの苦情に対して、必要
に応じて調査・指導を実施

1
健康福祉局
環境衛生課

(3)

市民からの薬局等に対する保健衛
生上の苦情に伴う調査・指導を行
います。

・市民からの苦情に対して、必要
に応じて調査・指導を実施

1
健康福祉局
環境衛生課

(4)

毒物及び劇物取締法に基づき、施
設への立ち入り調査を行い、保
管、取扱方法など毒物及び劇物の
適切な管理を指導します。市民か
らの毒物劇物に関する苦情につい
て調査し、改善を図ります。

・毒物劇物に係る施設に対する許
可及び届出関係事務　331件
・毒物劇物に係る施設に対する監
視指導（立入）　153件

1
健康福祉局
環境衛生課

(5)

市内の農林漁業者が市内で生産し
た農林水産物及び加工品に“ひろ
しまそだち”マークを表示し、市
内産・新鮮・安心な産品の地産地
消を図ります。
・生産技術指導や農談会などにお
いて、農薬・肥料等の適正使用や
生産履歴記帳の指導を行います。

・市内の農林漁業者が市内で生産
した農林水産物及び加工品に“ひ
ろしまそだち”マークを表示し、
市内産・新鮮・安心な産品の地産
地消を図った。
・引き続き、生産技術指導や農談
会などにおいて、農薬・肥料等の
適正使用や生産履歴記帳の指導を
行い、安心な産品の地産地消を
図った。

1
経済観光局
農政課

51

消費生活条例に基
づく事業者への調
査・指導・勧告・
公表等
【再掲№16、27、
37、43】

消費生活条例に基づき、勧告に従
わない場合には、事業者名の制裁
的公表まで行うことを前提とした
事業者指導を行い、被害の発生や
拡大の防止を図ります。

・実績なし
・引き続き、条例に違反する行為
を行っている疑いのある事案が発
生した場合は、事業者指導を行
い、被害の発生や拡大の防止を図
る。

3
市民局
消費生活セ
ンター

（４）　安全・安心な地域づくり
ア　地域連携による安全・安心な環境づくり

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

52
消費者安全確保地
域協議会の設置

改正「消費者安全法」（平成28
年4月施行）に基づく、高齢者等
の消費生活上特に配慮を要する消
費者の消費者被害の未然防止、早
期発見及び拡大防止を図ることを
目的とした消費者安全確保地域協
議会を設置します。

・平成30年度に設置

3
市民局
消費生活セ
ンター

53
消費者安全確保地
域協議会の運営

構成団体それぞれのネットワーク
が主目的としている行政施策や日
頃の見守りの視点に、消費者被害
の未然防止の問題意識を持ってい
ただき、そのために必要な情報や
仕組み、消費生活センターに期待
される役割等について意見交換や
具体的な取組を検討しながら、見
守り体制を構築します。

・消費生活審議会消費者安全確保
部会を２回開催した。
（消費生活審議会と合同開催）

1
市民局
消費生活セ
ンター

54
地域見守り実践マ
ニュアルの作成

消費者安全確保地域協議会等へ意
見を聴きながら、地域見守り実践
マニュアルについて検討し、作成
します。

・令和２年度に作成

3
市民局
消費生活セ
ンター

55
高齢者への消費生
活相談周知事業
【再掲№91】

高齢者を対象に、消費生活セン
ターを周知するためのチラシを配
布することにより消費生活セン
ターの認知度を向上させ、消費生
活相談につなげます。

・発行回数
　1回発行
・発行部数
　257,800部

1
市民局
消費生活セ
ンター

6



No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

56
食材配達サービス
を利用した情報提
供事業【再掲№92】

生協ひろしまの食材配達サービス
事業を利用している市民を対象
に、一般向けの消費者被害につい
てのチラシを配付します。

・発行回数
　1回発行
・発行部数
　80,000部

1
市民局
消費生活セ
ンター

57

消費者安全確保地
域協議会の設置・
運営や見守り主体
となる人材育成、
学校における消費
者教育推進のため
の組織体制の強化
【再掲№117、130】

消費者安全確保地域協議会を設
置・運営し、見守り主体となる人
材を育成するとともに、学校にお
ける消費者教育を推進するため、
消費者行政の体制を強化します。

・平成30年度に消費生活審議会
消費者安全確保部会（消費者安全
確保地域協議会）を設置
・消費者教育コーディネーター
（教員ＯＢ）による学校訪問等を
実施
・消費生活安全専門員（県警Ｏ
Ｂ）の設置による相談体制の強化

1
市民局
消費生活セ
ンター

58
広島市消費者行政
ネットワーク会議
の開催

消費者施策の総合調整、情報の共
有化等を行い、本市における消費
者施策の推進を図ります。

・消費者施策（個別施策）の実施
状況について、照会及び情報の共
有化を図った。

1
市民局
消費生活セ
ンター

59
高齢者等の消費者
被害防止対策講座
【再掲№133】

高齢者・障害者等の消費者被害の
未然防止・拡大防止を図るため、
高齢者・障害者等が地域において
日常生活を営むために必要な支援
を行う者に対する講座を実施しま
す。

・開催件数
　8回（8.5時間分）
・受講者数
　128名 1

市民局
消費生活セ
ンター

60

配食サービスを利
用した高齢者への
情報提供事業【再
掲№97】

食事の調理が困難なおおむね65
歳以上の高齢者のみの世帯（また
はこれに準ずる世帯）に属する人
を対象に、昼食または夕食を配達
するとともに、安否を確認してい
る広島市高齢者配食サービス事業
者に、高齢者の消費者被害につい
てのチラシを提供し、食事と合わ
せて配布してもらうことで、地域
の高齢者に対して注意を促しま
す。

・発行回数
　12回
・発行部数
　4,000部／回

1
市民局
消費生活セ
ンター

61
消費生活出前講座
【再掲№131】

市内の学校、高齢者団体、町内会
など各種団体等からの申し込みに
より消費生活専門相談員等を講師
として派遣し、消費者トラブルの
実例を通して、消費生活の基礎的
知識の普及に努め、消費者被害の
発生及び拡大の防止を図ります。

・開催件数
　18回（28.5時間分）
・受講者数
　375名

※高齢者サロンワーキング事業の
実績も含む

1
市民局
消費生活セ
ンター

62
消費生活サポー
ター育成のための
講座

高齢者等を消費者被害から守るた
めの見守り活動を担う人材の育成
のため、消費者問題に関する専門
知識や見守り活動のあり方を学ぶ
ための講座を実施します。

・2月7日～18日オンライン開講
・受講者18名
・サポーター登録者110名
（R4.3月末時点） 1

市民局
消費生活セ
ンター

63

消費生活協力団体
育成のための見守
り講座【再掲№
128】

地域において消費者被害の防止等
の活動に取り組む担い手となる消
費生活協力団体の育成のため、外
部講師による見守り講座を実施し
ます。

・新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、講座を実施しなかっ
た。

2
市民局
消費生活セ
ンター

64
消費生活協力団体
への委嘱

消費生活協力団体育成のための見
守り講座を実施し、消費生活協力
団体として委嘱します。

・新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、講座を実施しなかっ
たことにより、消費生活協力団体
として委嘱出来なかった。 2

市民局
消費生活セ
ンター

65

消費生活協力団体
と消費生活セン
ターの連携【再掲
№129】

消費生活協力団体と連携し、地域
の見守り活動を実施します。

・協力団体に高齢者等の消費者被
害について情報提供した。
実施頻度　月1回

1
市民局
消費生活セ
ンター

イ　高齢者及び障害者等の権利擁護の推進

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

66

消費生活相談にお
ける高齢者及び障
害者の権利擁護の
推進のための関係
機関の紹介

悪質商法の被害などの相談の中
で、自らが消費者として自立した
活動が難しいと思われる場合に
は、家族や介護支援専門員（ケア
マネージャー）などに権利擁護の
ための制度について説明し、行政
の福祉関係窓口の紹介などを行
い、制度の利用を促すことによ
り、消費者被害の未然防止につな
げるよう努めます。

・地域包括支援センターや社会福
祉協議会等を紹介した件数
　23件

1
市民局
消費生活セ
ンター

7



No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

67

地域包括支援セン
ターとの連携によ
る高齢者の消費者
被害の発生及び拡
大の防止

市内４１か所に設置されている地
域包括支援センター等と連携を図
りながら、緊急情報や啓発用リー
フレットの配布等による情報の共
有化を進めます。
また、地域包括支援センターにお
ける相談や民生委員等による地域
の見守り活動等の中で、消費者被
害の疑いのある高齢者が発見され
た場合は、消費生活センターとこ
れらの機関が連携し、高齢者の消
費者被害の発生及び拡大の防止の
ための取組を進めます。

・高齢者等の消費者被害につい
て、情報提供（月1回）
・地域包括支援センター等からの
情報提供　19件

1
市民局
消費生活セ
ンター

68
成年後見制度利用
支援事業

身寄りのない高齢者や障害者が、
判断能力が十分でないため財産の
管理ができない場合などに、本人
の権利を擁護するため、財産管理
などを代わりに行う成年後見制度
の普及に努め、その利用促進を図
ります。

・市長による家庭裁判所への成年
後見人等選任の申立て
　身寄りがなく、判断能力が十分
でない高齢者等の財産管理などを
代わりに行う成年後見人等の選任
の申立てを、市長が家庭裁判所に
行った。
高齢　80件
障害　2件
精神　11件

・成年後見人等への報酬相当額助
成
　資力が十分でなく、成年後見人
等への報酬の支払いが困難な人
に、家庭裁判所が決定した報酬相
当額を助成した。
高齢　152件
障害　22件
精神　32件

1

健康福祉局
高齢福祉課
障害自立支
援課
精神保健福
祉課
障害福祉課

69
福祉サービス利用
援助事業「かけは
し」

認知症などにより判断能力の不十
分な高齢者又は障害者が福祉サー
ビスの利用等において不利益を被
ることのないよう、社会福祉協議
会が実施する福祉サービス利用援
助事業の充実を図ります。

・令和3年度末時点の「かけは
し」契約累計　1,343件
実利用件数　354件

1
健康福祉局
地域共生社
会推進課

70

高齢者を対象とし
た安全情報提供
ネットワークの運
営

県警から市町に電子メールで送信
される高齢者が狙われやすい犯罪
の情報や対策等を、関係各課、そ
の他社会福祉施設等に転送し、高
齢者が集まる場所へ掲出を依頼
し、高齢者の消費者被害の発生の
防止を図ります。

・電子メール（犯罪情報官速報）
が届き次第、関係各課や当課が所
管する老人福祉施設等へ転送し、
高齢者の目に触れる場所への掲示
や高齢者への伝達を依頼した。 1

健康福祉局
高齢福祉課
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　「第２次広島市消費生活基本計画」消費者施策（個別施策）実施状況

○基本計画の柱　２　消費者の被害の救済 1

（１）　相談体制 2

ア　相談受付 3

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

71

情報通信技術の発
達を生かした相談
受付の在り方につ
いての研究

電話での相談が困難な障害者の方
や、消費者の生活時間や都合に合
わせた相談受付、開館時間の制限
への対応など、消費者の利便性の
向上を図るため、今後、情報化の
進展や通信技術の発達などを生か
した相談受付の在り方について研
究します。

・他都市の動向について情報収集
を行った。
・多言語音声翻訳アプリを導入し
た。
・消費者庁が広島市をフィールド
として行ったLINEを活用した相談
対応の実証実験に協力した。

1
市民局
消費生活セ
ンター

72

国際会議場国際交
流ラウンジの外国
人市民の生活相談
コーナーの通訳相
談員事業との連携

日本語が話せない外国人の方につ
いて、国際会議場の国際交流ラウ
ンジの外国人市民の生活相談コー
ナーの通訳相談員事業を活用し、
消費生活センターへの相談を利用
できるよう、国際交流ラウンジと
の連携を図ります。

・外国人相談窓口のチラシ等を展
示コーナーで配布した。

1
市民局
消費生活セ
ンター

イ　広域連携

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

73
広域連携による相
談体制についての
研究

相談体制の広域連携の在り方につ
いて周辺の市町と協議しながら研
究します。

・周辺市町の相談体制について情
報収集を行った。引き続き、研究
を行う。

1
市民局
消費生活セ
ンター

74
ＰＩＯ-ＮＥＴへ
の情報登録日数の
短縮

国民生活センターにおいて、ＰＩ
Ｏ-ＮＥＴ（全国消費生活情報ネッ
トワーク・システム）による、消
費者から消費生活センターに寄せ
られる消費生活相談情報の収集を
行っていることを踏まえ、相談内
容をいち早くＰＩＯ-ＮＥＴに入力
し、全国の消費生活センターと情
報を共有できるよう努めます。

・相談受付からPIO-NET登録まで
の日数　43.6日

1
市民局
消費生活セ
ンター

75
消費者被害に関す
る広域的情報共有
体制の構築

広島広域都市圏の市町の消費生活
センターで地域性のある相談情報
を入手した場合には、電子メール
により早急な情報共有を図り、消
費者被害に関する広域的情報の共
有体制の構築に努めます。

・地域性のある相談情報はなかっ
た。

3
市民局
消費生活セ
ンター

（２）　相談の質の向上
ア　有資格相談員の確保

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

76
有資格相談員によ
る消費生活相談

相談については、消費生活相談員
資格試験に合格した有資格者（一
定の要件を満たし合格者とみなさ
れる者を含む。）による消費生活
相談を目指します。

・消費生活相談員資格（国家資
格）
　10名
・消費生活アドバイザー資格
　2名

1
市民局
消費生活セ
ンター

77
弁護士による助言
業務実施【再掲№
85】

個別の相談事案について、必要に
応じて相談員が相談者と同席し
て、法律専門家（弁護士）からの
的確な助言を仰ぎ、消費者トラブ
ルの速やかな解決を図ります。

・個々の相談解決のため、毎週木
曜日に弁護士による助言を行っ
た。
　2時間×51回 1

市民局
消費生活セ
ンター

78
弁護士との連携に
よる相談会の開催
【再掲№86】

弁護士会、司法書士会等との連携
により無料相談会を実施します。

・平日夕方と祝日に弁護士による
多重債務相談会を実施した。
　4回（9件）

1
市民局
消費生活セ
ンター

79
弁護士会との事例
検討会【再掲№87】

弁護士を講師に招き、事例検討会
を実施します。

・実施回数
　1回（3月5日）

1
市民局
消費生活セ
ンター

80
相談員募集に当
たっての有資格者
への案内

相談員を募集するに当たり、有資
格者情報を元に募集案内を行いま
す。

・令和３年7月、10月、12月採用
の相談員を募集するに当たり、有
資格者に対し、Ｅメールで案内を
送付した。 1

市民局
消費生活セ
ンター

[凡例]
１　事業の内容を実施したもの
２　事業の内容を実施しなかったもの
３　事案等の発生がなかったため実施していないもの
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イ　相談員の研修

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

81
相談業務に係る研
修の実施

消費生活センターにおいて相談員
対象の研修を行い、相談対応能力
の向上など相談員の総合的な資質
の向上に努めます。

・外部講師を招いた研修会回数
　2回

1
市民局
消費生活セ
ンター

82

国民生活センター
や広島県等が主催
する研修への相談
員の派遣

相談員を、国民生活センターが実
施する専門研修や、県が実施する
研修に参加させ、常にその能力の
維持向上に努めます。

・国民生活センター及び県が主催
する消費生活相談員を対象とした
レベルアップ研修に12人が参加し
た。

1
市民局
消費生活セ
ンター

ウ　事業者へのあっせん

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

83
相談員のあっせん
による契約トラブ
ル等の解決

複雑・高度な内容の消費生活相談
で事業者との交渉が必要な場合に
は、民事ルールを適用しながら、
相談員が消費者と事業者の間に
入って交渉し、問題解決のための
あっせんをします。

・あっせん件数
   399件

1
市民局
消費生活セ
ンター

84
相談員の交渉力向
上のための研修の
実施

消費生活センターにおいて相談員
対象の研修を行い、交渉能力の向
上など相談員の総合的な資質の向
上に努めます。
研修や、県が実施する研修に参加
させ、交渉能力の維持向上に努め
ます。

・相談員研修回数
　2回
・県が実施する研修回数
　4回

1
市民局
消費生活セ
ンター

エ　他の専門相談機関との連携

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

85
弁護士による助言
業務実施【再掲№
77】

個別の相談事案について、必要に
応じて相談員が相談者と同席し
て、法律専門家（弁護士）からの
的確な助言を仰ぎ、消費者トラブ
ルの速やかな解決を図ります。

・個々の相談解決のため、毎週木
曜日に弁護士による助言を行っ
た。
　2時間×51回

1
市民局
消費生活セ
ンター

86
弁護士との連携に
よる相談会の開催
【再掲№78】

弁護士会、司法書士会等との連携
により無料相談会を実施します。

・平日夕方と祝日に弁護士による
多重債務相談会を実施した。
　4回（9件）

1
市民局
消費生活セ
ンター

87
弁護士会との事例
検討会【再掲№79】

弁護士を講師に招き、事例検討会
を実施します。

・実施回数
　1回（3月5日）

1
市民局
消費生活セ
ンター

88

適格消費者団体と
の連携による消費
者被害の発生及び
拡大の防止【再掲
№109】

事業者に対して差止請求をできる
適格消費者団体との連携を促進し
ます。
また、被害拡大の恐れのある場合
は、相談者に同団体へ情報の提供
を働きかけます。

・情報提供
　4件
・個々の相談処理にあたって被害
拡大の恐れのある相談について同
団体への情報提供を勧めた。 1

市民局
消費生活セ
ンター

89

警察を含む関係相
談窓口等の連携の
強化（一部再掲）

消費生活センターと、次の相談窓
口及び関係機関等が相互に連携を
図りながら、相談内容の解決を図
ります。

・相談者への対応において関係す
る窓口及び関係機関等が連携し、
相談内容の解決を図った。
・消費生活相談件数　7,027件
（消費生活センター受付分） 1

市民局
消費生活セ
ンター等

(1)

日常生活上の法律関係や交通事故
に関する困りごとなどについて相
談を受け付けます。

・民事相談件数
　2,945件
　交通事故相談件数
　183件
　法律相談件数
　580件
※消費者トラブル以外の相談件数
を含む。

1
企画総務局
市民相談セ
ンター
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No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

89 (2)

広島市男女共同参画推進センター
において、女性が直面するさまざ
まな悩み、不安を話せる場として
開設し、消費生活に関する相談が
あった場合、必要に応じて他の専
門機関を紹介します。

・休館日を除き、毎日実施
　相談実績　2,756件

1
市民局
男女共同参
画課

(3)

広島市男女共同参画推進センター
において、男性が直面するさまざ
まな悩み、不安を話せる場として
開設し、消費生活に関する相談が
あった場合、必要に応じて他の専
門機関を紹介します。

・毎週水曜日・土曜日実施
　相談実績　223件

1
市民局
男女共同参
画課

(4)

暴力被害相談センター及び月１回
の区役所巡回相談において、暴力
団などの介入や暴力がらみの債権
の取立て、工事の施工、不動産の
売買、商品の販売などに対する相
談に応じ、その解決方法を助言・
指導するとともに、必要に応じて
警察等関係機関への連絡や適切な
相談窓口の紹介等を行います。

・相談件数
　33件
・暴力被害相談センター（本庁舎
12階）
　平日８時30分～17時00分
　相談専用電話：504-2710
・区役所巡回（13～15時）
　東区：第1火曜日 南区：第3火曜日
　西区：第4火曜日 安佐南区：第3木曜日
　安佐北区：第2木曜日 安芸区：第1木曜日
　佐伯区：第4木曜日

1
市民局
市民安全推
進課

(5)

広島市犯罪被害者等総合相談窓口
において、犯罪被害者等からの相
談や問合せに対し、庁内関係課の
各種支援制度の案内を行うととも
に、必要に応じて庁外関係機関・
団体に関する情報提供や橋渡しな
どを行います。

・相談件数：95件
犯罪被害者等総合相談窓口（本庁
舎12階）
　平日８時30分～17時15分
　相談専用電話：504-2722

1
市民局
市民安全推
進課

(6)

全区の厚生部地域支えあい課に保
健・医療・福祉総合相談窓口を開
設し、保健師とケースワーカーが
高齢者や心身に障害のある市民か
らの相談に応じ、助言や情報提供
を行うとともに、適切なサービス
が提供されるよう関係部局や関係
機関との連絡調整を行います。

・相談件数
　5,750件

1
健康福祉局
健康福祉企
画課

(7)

市内４１か所に設置されている地
域包括支援センターにおいて、高
齢者やその家族等から様々な相談
を受け、必要な情報提供や関係機
関との連絡調整等を行います。

・地域包括支援センターにおける
相談件数　335,888件

1
健康福祉局
地域包括ケ
ア推進課

(8)

市民の介護保険に関する疑問、悩
み等、相談・苦情を受け付けま
す。

令和３年度以降、専用の電話番号
を廃止し、職員直営による対応に
移行
（相談件数の減少による、事業見
直しのため）

1
健康福祉局
介護保険課

(9)

委託相談支援事業所において、情
報の提供等を総合的に行います。

・生活全般の相談の中で、必要に
応じて対応している。
・家計・経済に関する支援

1
健康福祉局
障害自立支
援課

(10)

各区保健センター（厚生部保健福
祉課）や精神保健福祉センターに
おいて、様々な心の悩みやストレ
スに関する相談を受け付けるとと
もに、悩みの背景となっている問
題に応じて、適切な相談機関への
つなぎ等も行います。

【精神保健福祉センター】
・精神保健福祉センターにおける
相談件数　3,902件
・「こころの健康よろず相談」の
開催
日時：令和3年10月25日（日）
場所：広島市消費生活センター
参加者　30名

【区保健センター（厚生部保健福
祉課）】
面接相談　延べ1,701件
電話相談　6,507件

1

健康福祉局
精神保健福
祉センター
相談課
精神保健福
祉課
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No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

89 (11)

患者や家族等からの医療に関する
相談、苦情を受け付け、助言や医
療機関への情報提供を行うことな
どにより、患者と医療機関とのよ
り良い信頼関係を構築し、市民が
安心して医療を受けることができ
る環境づくりを支援します。

・相談件数
　1,378件／年
（電話　1,326件、面接　22件、
メール等　30件)

1
健康福祉局
医療政策課

(12)

食品衛生に関する消費者からの苦
情・相談に対応します。

・苦情・相談件数
　186件

1
健康福祉局
食品保健課
食品指導課

(13)

消費者からの食品表示に関する苦
情の受付、調査、指導を実施しま
す。

・消費者からの食品表示に関する
苦情の受付、調査、指導件数
　32件

1
健康福祉局
食品保健課
食品指導課

(14)

市民からの医療関係施設等に対す
る保健衛生上の苦情に伴う調査・
指導を行います。

・市民からの苦情に対して、必要
に応じて調査・指導を実施
件数　82件

1
健康福祉局
環境衛生課

(15)

市民からの薬局等に対する保健衛
生上の苦情に伴う調査・指導を行
います。

・市民からの苦情に対して、必要
に応じて調査・指導を実施
件数　23件

1
健康福祉局
環境衛生課

(16)

衣類や洗浄剤などの家庭用品に含
有される可能性のある有害物質に
関する消費者からの相談に対応し
ます。

・市民の声で寄せられた消費者か
らの相談に対応。
件数　3件

1
健康福祉局
環境衛生課

(17)

市民からの毒物劇物に関する苦情
について調査し、改善を図りま
す。

・相談実績なし

3
健康福祉局
環境衛生課

(18)

○住宅相談
住宅リフォーム、耐震及びマン
ション管理等に関して、専門的知
識を有する建築士、弁護士によ
り、的確なアドバイスを市民に対
し実施します（毎月1回）。

○マンション無料相談
マンションの居住者が抱える日常
の管理方法やトラブル等の相談に
対し、広島県マンション管理士会
所属のマンション管理士が、その
専門的知識をもってアドバイスを
する「マンション無料相談事業」
に要する経費に対して、一部を補
助し、マンション居住者の良好な
環境の確保に努めます。

・住宅相談
　月1回12件の枠内（年144件の
枠内）で、建築士、弁護士による
無料相談を実施。
　実績　76件（建築士　37件、
弁護士39件）

・マンション無料相談
　広島県マンション管理士会が実
施する「マンション無料相談事
業」に対し補助金を交付した。

1
都市整備局
住宅政策課

90
各種業界の相談窓
口への紹介

各種業界において、基準となるガ
イドラインを定めたり、消費者相
談窓口を設けるなどの対応を行っ
ており、行政機関以外にも、消費
生活の苦情・相談を受け付ける窓
口は多様化していることから、業
界団体との情報交換や会議の場を
通じて連携を深めます。

・各種業界団体主催の意見交換会
等で情報交換を実施
保険関係　1回
電気通信関係　2回
不動産関係　1回
新聞関係　1回

1
市民局
消費生活セ
ンター

（３）　消費生活センターの周知と身近な消費生活センターの実現
ア　消費生活センターの周知

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

91
高齢者への消費生
活相談周知事業
【再掲№55】

高齢者を対象に、消費生活セン
ターを周知するためのチラシを配
布することにより消費生活セン
ターの認知度を向上させ、消費生
活相談につなげます。

・発行回数
　1回発行
・発行部数
　257,800部

1
市民局
消費生活セ
ンター

92
食材配達サービス
を利用した情報提
供事業【再掲№56】

生協ひろしまの食材配達サービス
事業を利用している市民を対象
に、一般向けの消費者被害につい
てのチラシを配付します。

・発行回数
　1回発行
・発行部数
　80,000部

1
市民局
消費生活セ
ンター

12



No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

93

消費者安全確保地
域協議会、消費生
活サポーター、消
費生活協力団体を
活用した消費生活
センターの周知

消費者安全確保地域協議会の機能
の活用や消費生活サポーター、消
費生活協力団体の活動を通じて、
市民が消費生活センターの存在を
認知し、トラブルが生じた場合に
は、消費生活センターへ相談する
よう周知します。

・消費者安全確保地域協議会の構
成団体及び消費生活協力団体へ、
毎月、消費者被害の情報提供を実
施。また、消費生活サポーターへ
定期的に情報提供を実施し、消費
生活センターの周知を図った。

1
市民局
消費生活セ
ンター

94
市広報紙・広報番
組を活用した情報
提供【再掲№159】

市広報紙「ひろしま市民と市
政」、広報番組などを有効的に活
用し、消費生活に関する情報を市
民に提供します。

・市広報紙「ひろしま市民と市
政」令和3年12月15日号（消費者
トラブルと思ったら）、令和3年
12月15日号（エシカル消費）、
令和4年3月1日号（気を付けて！
若者を狙う悪質商法）
・テレビ広報番組  3回
《8月8日 いつもの買い物をエシカ
ル消費に》
《10月30日 「暮らしのレス
キューサービス」にご注意》
《1月16日 ４月から18歳で大人
の仲間入り》

1

市民局
消費生活セ
ンター・
企画総務局
広報課

95
消費生活情報紙の
発行【再掲№158】

消費生活に関する啓発や情報提供
を内容とした消費生活情報紙
「知っ得なっとく」を発行しま
す。

・発行回数
　年3回（5月、9月、2月）
・発行部数　6,600部/回
・配布先：公的機関・施設、市内
小・中・高等・中等教育・特別支
援学校・大学・民生委員等

1
市民局
消費生活セ
ンター

96
消費者力向上キャ
ンペーン事業の実
施【再掲№157】

「消費者力向上」をキーワード
に、５月の消費者月間に合わせ、
消費者自らの学習意欲を高めるた
め、消費者団体、事業者団体等と
協力して各種の消費者啓発事業を
実施します。

・マツダスタジアムでの啓発(7月
12日)
・消費生活パネル展(通年)

1
市民局
消費生活セ
ンター

97

配食サービスを利
用した高齢者への
情報提供事業【再
掲№60】

食事の調理が困難なおおむね65歳
以上の高齢者のみの世帯（または
これに準ずる世帯）に属する人を
対象に、昼食または夕食を配達す
るとともに、安否を確認している
広島市高齢者配食サービス事業者
に、高齢者の消費者被害について
のチラシを提供し、食事と合わせ
て配布してもらうことで、地域の
高齢者に対して注意を促します。

・発行回数
　12回
・発行部数
　4,000部／回

1
市民局
消費生活セ
ンター

イ　多重債務問題

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

98

消費生活情報紙等
による多重債務相
談窓口の市民への
周知

消費生活情報紙「知っ得なっと
く」等を通じ、多重債務問題の相
談窓口が消費生活センター等であ
ることを市民へ周知します。

・消費生活情報紙「知っ得なっと
く」及び市のＨＰに相談窓口を掲
載して市民への周知に努めた。

1
市民局
消費生活セ
ンター

99
多重債務問題対策
における関係機関
等の連携の強化

福祉、税・保育料、家賃、給食費
等の徴収、保険・医療、雇用、教
育などの関係課を構成員とする
「広島市多重債務問題関係課長連
絡会議」で多重債務の相談状況や
実状等について情報交換、意見交
換を行います。

・新型コロナウィルス感染症拡大
防止のため、実施しなかった。

2
市民局
消費生活セ
ンター

100
多重債務問題に関
する研修会

多重債務者の発見と相談窓口への
誘導を徹底するため、窓口で市民
と接する関係各課職員を対象とし
て、「多重債務問題に関する研修
会」を開催します。

・新型コロナウィルス感染症拡大
防止のため、実施しなかった。

2
市民局
消費生活セ
ンター

13



（４）　消費者意見の反映、消費者紛争・訴訟への支援
ア　消費者の意見・要望等の把握

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

101

消費生活相談にお
ける消費者の意
見・要望等の把
握・反映

消費生活に関する相談及び苦情の
処理・あっせんを行う際に、消費
者の意見・要望等を的確に把握
し、本市の消費者施策に反映しま
す。

・受け付けた相談内容を分析し、
事業概要として公表するととも
に、多く発生した事例について、
消費者及び事業者に注意喚起を促
した。

1
市民局
消費生活セ
ンター

102

広島市消費生活審
議会への消費者団
体、公募市民の参
画

消費生活に関する重要な事項につ
いて、広島市消費生活審議会への
消費者団体及び公募市民の参画に
よる意見聴取により、本市の消費
者施策に市民意見を反映します。

・消費者団体、公募市民参画によ
る審議会及び、部会を開催し、意
見を聴取した。（２回）

1
市民局
消費生活セ
ンター

103

消費生活基本計画
案へのパブリック
コメントの募集と
意見の計画への反
映

消費生活基本計画の策定に当た
り、パブリック・コメントを募集
し、同計画に意見を反映します。

・本計画改定時である平成29年度
に既に実施済み

3
市民局
消費生活セ
ンター

104

消費生活モニ
ター、ホームペー
ジにおける消費者
の意見の募集

物価調査において消費生活モニ
ターからの意見を聴取します。ま
た、必要に応じてホームページに
おいて消費者の意見の募集を行い
ます。

・消費生活モニターに物価調査結
果提出時に合わせて意見を提出す
るよう促した。

1
市民局
消費生活セ
ンター

105 市長への申出制度

消費生活条例に違反する事業活動
が行われ、条例に基づく措置が講
じられないために消費者の権利が
侵害されていることについて相当
な理由があるとき、その旨市長へ
の申出があった場合においては、
条例に基づく措置を講じます。

・該当事案なし
・引き続き、消費生活条例に基づ
く市長への申出があった場合には
必要性が認められるものについて
は条例に基づく措置を講ずること
とする。

3
市民局
消費生活セ
ンター

イ　消費者紛争・訴訟への支援

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

106
広島市消費生活紛
争調停委員会にお
ける調停

消費生活条例に基づき、市長の付
託に応じて、付託要件を満たす事
業者の取引行為等に関する消費者
からの苦情について調整を行うと
ともに、当該条例の規定により、
その権限に属するものとされた事
項（訴訟費用の貸付けの認定）に
ついて審議します。

・該当事案なし
・引き続き付託要件を満たす案件
が発生した場合には、当委員会で
被害救済の調停及び訴訟費用の貸
付の認定等の審議を行う。 3

市民局
消費生活セ
ンター

107 消費者訴訟の援助

消費生活紛争調停委員会で、調停
で解決できなかった苦情などにつ
いて、一定の要件を満たす場合
は、訴訟に必要な費用の貸付けを
行います。

・該当事案なし
・引き続き条件を満たす案件が発
生した場合は消費生活紛争調停委
員会において審議し、貸付を行
う。

3
市民局
消費生活セ
ンター

ウ　消費者団体訴訟

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

108
特定適格消費者団
体への情報提供等
の協力

広島の適格消費者団体である「特
定非営利活動法人消費者ネット広
島」が特定適格消費者団体として
認定を受けられるよう、消費生活
センターに寄せられた消費者被害
の相談についての情報提供を行う
など、密接な関係を構築します。

・該当事案なし
・引き続き、同団体から覚書に基
づく申請があった場合には、迅速
に情報提供する。

3
市民局
消費生活セ
ンター

109

適格消費者団体と
の連携による消費
者被害の発生及び
拡大の防止【再掲
№88】

事業者に対して差止請求をできる
適格消費者団体との連携を促進し
ます。
また、被害拡大の恐れのある場合
は、相談者に同団体へ情報の提供
を働きかけます。

・情報提供
　4件
・個々の相談処理にあたって被害
拡大の恐れのある相談について同
団体への情報提供を勧めた。 1

市民局
消費生活セ
ンター

14



　「第２次広島市消費生活基本計画」消費者施策（個別施策）実施状況

○基本計画の柱　３　消費者力の向上（消費者教育推進計画） 1

（２）　様々な場・ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞにおける消費者教育の取組 2

ア　学校 3

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

110
消費者教育コー
ディネーターの学
校訪問

消費者教育コーディネーターが学校
を訪問して、学校現場からの情報収
集や消費生活センターからの情報提
供を行うとともに、教育委員会の教
育施策と消費者施策の連携を図りま
す。

（学校等）
・出前講座や消費者教育の取組等を
紹介した。
出前講座実施
 小学校5校、高等学校2校、
 大学1校

・小中高の家庭科部会で、消費者教
育について説明し消費生活出前講座
を紹介した。
・校長会で、教員向け消費者教育研
修会の実施を依頼した。

（教育委員会）
・消費者教育の取組について説明
し、児童生徒用啓発チラシの作成協
力を依頼した。
・教員向け消費者教育研修会の実施
について依頼した。

1
市民局
消費生活セ
ンター

111
小・中・高等学校
用消費者教育教材
の提供

消費者教育に関する教材や教員用に
参考となる指導資料等を学校に情報
提供します。

・学校教育における消費者教育計画
例を提示した。
・啓発チラシ・リーフレットを配布
した。
小学校　約13,800部
中学校　約12,300部
中等教育学校　約100部
高等学校　約1,400部
大学・専修学校・国立私立高校
約1,000部
・「消費者教育情報」をメール配信
した
回数　8回

1
市民局
消費生活セ
ンター

112
小・中・高等学校
消費者教育授業モ
デルの開発

学校における消費者教育のための授
業モデルの提案を行います。

・教科研究会等に参加し、情報を収
集した。
　小学校家庭科部会
　10月14日、１月13日
　中学校技術・家庭科部会
　11月10日
　高等学校家庭科部会
　8月3日

1
市民局
消費生活セ
ンター

113
高等学校消費者教
育の広島県との連
携・協力

広島県が実施する消費者教育を推進
するための取組について、その普及
に協力・連携していきます。

・広島県の研修会に参加し、県作成
の教材等の把握に努めた。
・県の教材をもとに、指導用パワー
ポイントを作成した。

1
市民局
消費生活セ
ンター

114

学校での防犯教
室、安全教室での
消費者トラブルの
注意喚起

県警や関連事業者と連携して、学校
での防犯教室・安全教室で消費者ト
ラブルの注意喚起を行います。

・県警や関連事業者と連携し、家庭
科部会等において、消費者トラブル
の注意喚起を行い、児童生徒への指
導を促した。
・「青少年の情報リテラシー向上促
進セミナー」（オンライン開催）に
参加した。

1
市民局
消費生活セ
ンター

115
若年消費者学習会
【再掲№126】

成年年齢の引下げにより新たに成年
になる者等を対象に、外部講師を招
へいし消費者教育の講習を行いま
す。

・実施回数
　40回（延べ41時間）
・受講者数
　1,645人

1
市民局
消費生活セ
ンター

116
大学・専門学校の
学生支援室等との
定期的な情報交換

消費生活センターと大学・専門学校
の学生支援室等との間で定期的な連
絡会議を行うほか、綿密な連絡等に
より、学生等の被害事例に関する最
新の情報を交換できるよう学校に働
きかけを行います。

・大学において弁護士による出前講
座を行った。（オンライン開催）
・大学からトラブル相談を受け、啓
発リーフレットを配布、広島弁護士
会と連携するとともに、注意喚起を
行った。

1
市民局
消費生活セ
ンター

117

消費者安全確保地
域協議会の設置・
運営や見守り主体
となる人材育成、
学校における消費
者教育推進のため
の組織体制の強化
【再掲№57、130】

消費者安全確保地域協議会を設置・
運営し、見守り主体となる人材を育
成するとともに、学校における消費
者教育を推進するため、消費者行政
の体制を強化します。

・平成30年度に消費生活審議会消
費者安全確保部会（消費者安全確保
地域協議会）を設置
・消費者教育コーディネーター（教
員ＯＢ）による学校訪問等を実施
・消費生活安全専門員（県警ＯＢ）
の設置による相談体制の強化

1
市民局
消費生活セ
ンター

[凡例]
１　事業の内容を実施したもの
２　事業の内容を実施しなかったもの
３　事案等の発生がなかったため実施していないもの
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No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

118
教員を対象とした
消費者教育研修の
実施

消費者教育の推進役としての役割が
期待される教職員の指導力の向上を
図るため、国民生活センターの研修
に派遣するなど、教員の消費者教育
研修の受講を促します。

・消費者教育コーディネーターを消
費者教育講座の受講のため、仙台へ
の派遣を計画したが、新型コロナウ
イルス感染症の影響により、取りや
めとなった。 1

市民局
消費生活セ
ンター

119
電子メディア協議
会による出前講座
の実施【再掲№134】

家庭におけるスマートフォン等の使
用に関するルールづくりやインター
ネットの利用の仕方などについての
講習会を開催します。消費生活セン
ターでは、同協議会と連携・協力を
図り、出前講座を実施する等、電子
メディアに係る消費者教育に取り組
みます。

・児童生徒やその保護者、地域住民
等を対象として、家庭におけるス
マートフォン等の使用に関するルー
ルづくりやインターネットに潜む危
険性や正しい使い方などについての
講習会（ケータイ出前講座等）を開
催した。
・電子メディアやSNSの最新の動
向や青少年の電子メディアに関する
被害の状況等について専門分野の講
師を招き、11月、1月にセミナー
を開催した。

1

・新型コロナウイルス感染症の影響により、会場
での開催が困難な場合が多くあるため、オンライ
ン開催等、講師が柔軟に対応できるようにスキル
アップを図る。
・出前講座をより多く開催できるように、チラ
シ・HP等を用いて幅広く広報する。 市民局

消費生活セ
ンター・
教育委員会
育成課

120
「減らそう犯罪」
推進事業

各区において、地域団体や警察署等
と連携・協働して、「第４次広島市
安全なまちづくりの推進に関する基
本計画」に基づき、犯罪の起こりに
くい安全なまちづくりを推進し、安
全・安心な地域社会の実現を図りま
す。

・開催実績
防犯講習会　47回（広島市内の各
公民館・福祉センター・農村環境改
善センターで開催）
市政出前講座　4回
犯罪被害等防止教室　22校（広島
市内に所在する市立中学校で開催）
・広島県警察から提供される「減ら
そう犯罪情報官速報」を、広島市
ホームページへ掲載した。

1
市民局
市民安全推
進課

121
学校における消費
者教育の推進

学習指導要領に基づき、小・中・高
等学校、中等教育学校及び特別支援
学校の社会科、公民科、家庭科など
の教科等を中心に、児童生徒の発達
段階を踏まえ、消費者関係教育に関
する内容を指導します。

・小・中・高等学校、中等教育学校
及び特別支援学校において、児童生
徒の発達段階を踏まえた指導を行っ
た。
・消費生活出前講座を利用して、消
費者教育を実施した。

1

教育委員会
指導第一課
指導第二課
特別支援教
育課

122
大学等における消
費者教育の推進

広島市立大学において、新入生全員
を対象にクレジットカード・学生
ローン及び悪徳商法におけるトラブ
ル防止対策等、消費者教育を行いま
す。

新入生オリエンテーション（学生支
援の概要説明）において、事務局職
員が注意喚起を行った。また、消費
者教育等について分かりやすく書か
れた冊子を配布した。 1

企画総務局
行政経営課

イ　地域

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

123
高齢者サロンワー
キング事業

高齢者が日常的に集う場（サロン
等）を活用し、参加・対話型で悪質
事業者への注意換気など、消費者被
害の未然防止・拡大防止に向けた取
組を行います。

・開催件数
　18回（28.5時間分）
・受講者数
　375名
※出前講座分を含む

1
市民局
消費生活セ
ンター

124
夏休み学習会の実
施

夏休み期間中に、家庭生活に密着し
た実践的な学習の機会を設け、消費
者教育を子どもたちに直接行ってい
く事業を実施します。

・金融広報アドバイザーによる「大
切なお金について学ぼう」について
の学習会を計画したが、新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止のため、実
施しなかった。

2
市民局
消費生活セ
ンター

125
子ども向けイベン
トへの出展

子どもたちが参加するイベントの中
で消費者としての自覚や責任、義務
を学んでいけるよう、子ども向けイ
ベントに出展します。

・「環境の日ひろしま大会」へ参
画・出展する計画であったが、新型
コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、オンライン開催となり実施しな
かった。

1
市民局
消費生活セ
ンター

126
若年消費者学習会
【再掲№115】

成年年齢の引下げにより新たに成年
になる者等を対象に、外部講師を招
へいし消費者教育の講習を行いま
す。

・実施回数
　40回（延べ41時間）
・受講者数
　1,645人 1

市民局
消費生活セ
ンター

127
成人祭における消
費者啓発

新成人を対象に、成人祭で消費者被
害に関するチラシ等を配布するなど
により、消費者啓発を図ります。

・新型コロナウイルス感染症の影響
により、成人祭がオンライン開催と
なったため、実施しなかった。

2
市民局
消費生活セ
ンター
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No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

128
消費生活協力団体
育成のための見守
り講座【再掲№63】

地域において消費者被害の防止等の
活動に取り組む担い手となる消費生
活協力団体の育成のため、外部講師
による見守り講座を実施します。

・新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、講座を実施しなかった。

2
市民局
消費生活セ
ンター

129

消費生活協力団体
と消費生活セン
ターの連携【再掲№
65】

消費生活協力団体と連携し、地域の
見守り活動を実施します。

・協力団体に高齢者等の消費者被害
について情報提供した。
実施頻度　月１回

1
市民局
消費生活セ
ンター

130

消費者安全確保地
域協議会の設置・
運営や見守り主体
となる人材育成、
学校における消費
者教育推進のため
の組織体制の強化
【再掲№57、117】

消費者安全確保地域協議会を設置・
運営し、見守り主体となる人材を育
成するとともに、学校における消費
者教育を推進するため、消費者行政
の体制を強化します。

・平成30年度に消費生活審議会消
費者安全確保部会（消費者安全確保
地域協議会）を設置
・消費者教育コーディネーター（教
員ＯＢ）による学校訪問等を実施
・消費生活安全専門員（県警ＯＢ）
の設置による相談体制の強化

1
市民局
消費生活セ
ンター

131
消費生活出前講座
【再掲№61】

市内の学校、高齢者団体、町内会な
ど各種団体等からの申し込みにより
消費生活専門相談員等を講師として
派遣し、消費者トラブルの実例を通
して、消費生活の基礎的知識の普及
に努め、消費者被害の発生及び拡大
の防止を図ります。

・開催件数
　18回（28.5時間分）
・受講者数
　375名

※高齢者サロンワーキング事業の実
績も含む

1
市民局
消費生活セ
ンター

132 消費者大学

消費者問題に対する学習意欲の高い
消費者を対象に、地域における消費
者活動を担う人材づくりを目指すた
め、消費者大学を開講します。

・8回（2時間／回）開講
受講者数延べ109人

1
市民局
消費生活セ
ンター

133
高齢者等の消費者
被害防止対策講座
【再掲№59】

高齢者・障害者等の消費者被害の未
然防止・拡大防止を図るため、高齢
者・障害者等が地域において日常生
活を営むために必要な支援を行う者
に対する講座を実施します。

・開催件数
　8回（8.5時間分）
・受講者数
　128名

1
市民局
消費生活セ
ンター

134
電子メディア協議
会による出前講座
の実施【再掲№119】

家庭におけるスマートフォン等の使
用に関するルールづくりやインター
ネットの利用の仕方などについての
講習会を開催します。消費生活セン
ターでは、同協議会と連携・協力を
図り、出前講座を実施する等、電子
メディアに係る消費者教育に取り組
みます。

・児童生徒やその保護者、地域住民
等を対象として、家庭におけるス
マートフォン等の使用に関するルー
ルづくりやインターネットに潜む危
険性や正しい使い方などについての
講習会（ケータイ出前講座等）を開
催した。
・電子メディアやSNSの最新の動
向や青少年の電子メディアに関する
被害の状況等について専門分野の講
師を招き、11月、1月にセミナー
を開催した。

1

・新型コロナウイルス感染症の影響により、会場
での開催が困難な場合が多くあるため、オンライ
ン開催等、講師が柔軟に対応できるようにスキル
アップを図る。
・出前講座をより多く開催できるように、チラ
シ・HP等を用いて幅広く広報する。

市民局
消費生活セ
ンター・
教育委員会
育成課

135
社会教育における
消費者教育の推進

関係部局等と連携し、社会教育にお
ける消費者教育の具体化を図りま
す。また、公民館など社会教育施設
において、消費者問題を取り扱って
もらえるよう関係部署に働きかけま
す。

・令和3年度公民館における消費生
活パネル展
　実施箇所数　4箇所

1
市民局
消費生活セ
ンター

136 生涯学習の推進

消費者が生涯にわたって消費者教育
を受けることができるよう、公民館
などの社会教育施設において、次の
取組を推進します。
・市民が学習しやすい条件を整備
し、学習機会を提供します。
・市民活動グループの自主的な学習
活動を支援します。
・市民の多様化・高度化した学習需
要に対応するため、大学等の高等教
育機関との連携を進めます。

・実施館数
　28公民館
・実施講座数
　33講座
・延参加者数
　907人

1
市民局
生涯学習課
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ウ　家庭

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

137
環境に配慮した消
費行動と事業活動
の啓発

○ごみ減量化・リサイクル推進啓発
等事業
ごみの減量・リサイクルの必要性等
について啓発し、環境意識の向上を
図ることにより、自発的なごみの発
生抑制やリサイクルの取組を促進し
ます。

○出前環境講座
地域・家庭での省エネ等環境保全活
動の促進を行うため、学校や地域に
出向き、普及啓発のための講座を実
施します。

【ごみ減量化・リサイクル推進啓発
等事業】
・生ごみリサイクル講習会の開催
（ダンボールコンポスト５回）及び
本市ホームページ上での講習会の動
画配信
・エコクッキング教室の開催（３
回）
・市内の大学の学生が考案したエコ
クッキングレシピの作成、レシピ動
画の作成、レシピを活用したエコ
クッキング教室の開催
・家庭ごみの分別・減量・リサイク
ルや食品ロス削減についての出前環
境講座
・ごみ減量啓発ＤＶＤの市民への貸
出、YouTubeへの公開
・「てまえどり運動」の実施

【出前環境講座】
・地域・家庭での省エネ等環境保全
活動の促進を行うため、学校や地域
団体等を対象に計５回、257人の
児童等に対して出前環境講座を実施
した。

1

環境局
環境政策
課・温暖化
対策課

138
広島市家庭用ス
マートエネルギー
設備設置補助

家庭からの温室効果ガス排出抑制を
図るため、住宅への家庭用燃料電池
又は家庭用蓄電池の設置に対する補
助を実施します。

・補助額
　3万円/台
・補助台数
　家庭用燃料電池：176台
　家庭用蓄電池：238台
・申請受付期間
　令和3年4月14日から令和4年1
月31日まで

1
環境局
温暖化対策
課

139
広島市集合住宅共
用部のＬＥＤ照明
器具交換補助

集合住宅共用部の既存の蛍光灯照明
器具等をＬＥＤ照明器具に交換する
工事を行う集合住宅の管理組合・管
理組合法人に対し、その経費の一部
の補助を実施します。

平成30年度をもって、本事業は終
了。

2
環境局
温暖化対策
課

140
食品ロス削減キャ
ンペーン「スマイ
ル！ひろしま」

市民・事業者・行政が一体となって
食品ロス削減に取り組む環境を整備
するとともに、市民の食品ロス削減
の取組機運を醸成するため、食品ロ
ス削減のための諸事業をまとめて食
品ロス削減キャンペーン「スマイ
ル！ひろしま」として実施します。

・食べ残しゼロ推進協力店及び食品
ロス削減協力店の募集・登録・ＰＲ
・(No.137　ごみ減量化・リサイ
クル推進啓発等事業と同じ）

1
環境局
環境政策課

141
わ食（和食・輪
食・環食）の推進

健全な食生活を実践する市民を増や
すため、食に関する知識の普及や情
報提供など、官民一体となった食育
を推進します。

・令和４年３月に、第４次広島市食
育推進計画を策定するとともに、重
点プログラム（８項目）に基づいた
食育推進プログラムに取り組み、健
全な食生活の実施についての普及啓
発を行った。 1

・第４次広島市食育推進計画の周知と食育推進プ
ログラムに取り組み、健全な食生活の実施につい
ての普及啓発を行う。

健康福祉局
健康推進課

142

市内で生産した新
鮮、安心な“ひろ
しまそだち”産品
の地産地消の推進
【再掲№8、50(5)】

市内の農林漁業者が市内で生産した
農林水産物及び加工品に“ひろしま
そだち”マークを表示し、市内産・
新鮮・安心な産品の地産地消を図り
ます。
・ホームページ等による“ひろしま
そだち”の消費者への情報発信や、
「ひろしま朝市」などの産地直売等
により地産地消の推進を図ります。

・市内の農林漁業者が市内で生産し
た農林水産物及び加工品に“ひろし
まそだち”マークを表示し、市内
産・新鮮・安心な産品の地産地消を
図った。
・企業と連携して“ひろしまそだ
ち”産品を活用したメニューを開発
し、レシピ動画をSNS等で配信す
るなどの情報発信や、「ひろしま朝
市」の開催により地産地消の推進を
図った。

1
経済観光局
農政課

143
夏休み親子体験教
室の開催

○対象：小学校高学年の児童とその
保護者
○目的：親子で①食肉に関する正し
い知識を学び、②「命をいただく」
ということの意味を考える機会を提
供する。
○実施方法：講義と「せり」見学を
含む実習

・新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、開催しなかった。

2

・コロナ情勢を鑑み、令和4年度は実施しないこと
とする。

健康福祉局
食肉衛生検
査所

18



No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

144
食と農の理解の促
進と地産地消の推
進

○「食」と「農」を結びつける取組
栽培から食べることまで一貫した食
農体験を実施するための環境整備を
行います。また、食農体験の企画・
運営に携わる市民ボランティアの育
成・活動支援により、「食」と
「農」の理解の促進を図ります。

・食農体験教室の実施のほか、食農
コーディネーターの育成研修や活動
支援を行った。

1
経済観光局
農政課

エ　職場

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

145
事業者向け講習会
の開催等

事業者に対し、消費者志向経営や公
益通報者保護制度についての講習会
等を実施します。

・事業者に対する講習会等の開催を
検討した。

2
市民局
消費生活セ
ンター

146

事業者及び事業者
団体による消費者
教育の取組との協
力

事業者及び事業者団体と協力し、消
費者教育の取組促進を図ります。

・新聞販売関係団体へ講師を派遣し
た。

1
市民局
消費生活セ
ンター

147
新入社員研修にお
ける消費者問題に
ついての講習

新入社員研修において、消費者問題
についての講習会を開催します。

・市新規採用職員研修において、啓
発用パンフレットを配付し、若年者
の消費者被害防止を図った

1
市民局
消費生活セ
ンター

148
公益通報に関する
制度のホームペー
ジでの情報提供

公益通報に関する制度をホームペー
ジに掲載し、情報提供を行います。

・公益通報に関する制度をホーム
ページに掲載し、情報提供を行いま
した。

1
企画総務局
総務課

149

事業者への消費者
の意見・要望、適
正な事業活動等の
ための情報提供

消費生活相談等における消費者の意
見・要望等を的確に把握し、機会を
捉えて事業者へ情報の提供を行いま
す。

・事業者訪問時に、情報提供等を実
施した。
実施件数　24件

1
市民局
消費生活セ
ンター

150
各種業界との情報
交換

金融、保険、ガス、家電製品など各
種業界団体が主催する研修会や意見
交換会などの機会を通じて情報交換
を行います。

・各種業界団体主催の意見交換会等
で情報交換を実施
保険関係　1回
電気通信関係　2回
不動産関係　1回
新聞関係　1回

1
市民局
消費生活セ
ンター

151
いい店ひろしま顕
彰事業

店舗演出、接客、ユニバーサルデザ
イン対応等の基本的な商業機能が優
秀と認められ、地域に根づき親しま
れている小売店舗を顕彰することに
より、小売店舗の改善意欲の喚起及
び商業機能のレベルアップを図りま
す。

・新型コロナウィルス感染症の影響
により、事業を休止した。

2
経済観光局
商業振興課

152
広島市生活衛生事
業功労表彰

長年にわたり生活衛生事業（食品衛
生、環境衛生）のため献身的な活動
を続け、その功績が特に顕著である
者及び他の模範とすべき優秀な施設
等を表彰し、公衆衛生活動の向上を
図ります。

・食品衛生功労者
　5人
・食品衛生優良施設
　5施設
・建築物環境衛生功労者
　0人
・環境衛生優良施設
　1施設

1

健康福祉局
食品保健

課・食品指
導課・環境

衛生課

153
広島市ごみ減量優
良事業者表彰制度

事業系ごみの減量・資源化に積極的
な取り組みをしている事業者を表彰
します。

・令和3年12月24日に広島市ごみ
減量優良事業者表彰を行った。
　表彰対象：2者

1
環境局

業務第一課

154
広島市環境美化功
労者表彰

環境美化のための清掃活動を続けて
いる者又は団体等を表彰し、日ごろ
の労に報いるとともに、その功績を
たたえ、環境美化の一層の推進を目
指します。

・環境美化のための清掃活動を続け
ている者又は団体等について、関係
局・区及び団体等に推薦を依頼し、
推薦を受けた者の中から被表彰者の
選考及び決定を行う。
・令和4年2月1日に実施予定で
あったが、新型コロナウイルス感染
症感染拡大防止の観点から実施日を
令和4年5月9日に変更した。

2

令和３年度の表彰区分は「精励表彰」、「５年表
彰」、「１０年表彰」としていたが、令和４年度
以降は表彰区分を変更し、「５年表彰」、「１０
年表彰」、「２０年表彰」、「３０年表彰」とす
る。 環境局

業務第一課
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No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

155
ひろしまエコ事業
所認定制度

地球温暖化の防止等環境に配慮した
取組を積極的に実践している事業所
を「ひろしまエコ事業所」として認
定することにより、事業者の取組意
欲を高めるとともに、機運の醸成を
図ります。

・事業者自らが省エネ等の環境に配
慮した取組の促進を図り、その内容
について、ホームページ及びチラシ
で広報を行った。
・認定事業所数
　18事業所（令和4年3月31日現
在） 1

環境局
温暖化対策

課

156
広島市男女共同参
画推進事業者表彰

民間事業者等の職場における男女共
同参画を一層推進するため、女性の
能力発揮や職域拡大、仕事と家庭・
地域活動の両立支援などに積極的に
取り組み、他の模範となる事業者を
「広島市男女共同参画推進事業者」
として表彰します。

【一般表彰(表彰実績 4事業者)】
次の要件を一つ以上満たす事業者を
表彰する。
・従業員に対して、仕事と家庭・地
域活動等の両立支援を行っている。
・女性の能力発揮、職域拡大などに
積極的に取り組んでいる。
・その他、男女共同参画推進に向け
た特色のある取組を進めている。
【特別表彰(表彰実績 １事業者)】
一般表彰受賞後10年を経過しても
なお職場における男女共同参画の推
進に努め、一般表彰の対象となる取
組を行っている事業者を表彰する。

1
市民局

男女共同参
画課

（３）　啓発活動
ア　消費者力向上キャンペーン

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

157
消費者力向上キャ
ンペーン事業の実
施【再掲№96】

「消費者力向上」をキーワードに、
５月の消費者月間に合わせ、消費者
自らの学習意欲を高めるため、消費
者団体、事業者団体等と協力して各
種の消費者啓発事業を実施します。

・マツダスタジアムでの啓発(7月
12日)
・消費生活パネル展(通年)

1
市民局
消費生活セ
ンター

イ　情報紙の発行

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

158
消費生活情報紙の
発行【再掲№95】

消費生活に関する啓発や情報提供を
内容とした消費生活情報紙「知っ得
なっとく」を発行します。

・発行回数
　年3回（5月、9月、2月）
・発行部数　6,600部/回
・配布先：公的機関・施設、市内
小・中・高等・中等教育・特別支援
学校・大学・民生委員等

1
市民局
消費生活セ
ンター

ウ　各種啓発活動

No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

159
市広報紙・広報番
組を活用した情報
提供【再掲№94】

市広報紙「ひろしま市民と市政」、
広報番組などを有効的に活用し、消
費生活に関する情報を市民に提供し
ます。

・市広報紙「ひろしま市民と市政」
令和3年12月15日号（消費者トラ
ブルと思ったら）、令和3年12月
15日号（エシカル消費）、令和4
年3月1日号（気を付けて！若者を
狙う悪質商法）
・テレビ広報番組  3回
《8月8日 いつもの買い物をエシカ
ル消費に》
《10月30日 「暮らしのレス
キューサービス」にご注意》
《1月16日 ４月から18歳で大人の
仲間入り》

1

市民局
消費生活セ
ンター・
企画総務局
広報課
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No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

160
ホームページ等に
よる消費生活に関
する情報提供

消費生活に関する情報を、ホーム
ページやマスコミ等の様々な媒体を
使い市民に提供します。

・広島市ホームページ及び動画配信
サイトにおいて、増加している悪質
商法や緊急情報などの消費者に対す
る注意喚起を適宜行った。
（コロナ禍での消費者被害の注意喚
起、送り付け商法に係る消費者被害
の注意喚起、広島市消費者トラブル
LINE相談の周知、知っ得なっとく
の掲載など）

1
市民局
消費生活セ
ンター

161
消費者啓発リーフ
レットの作成・配
布

消費者啓発リーフレットを作成・配
布し、消費者被害の未然防止及び拡
大防止を図ります。

（消費者啓発リーフレット）
・配布部数
　約3,200部
・配布先　小・中・高等・中等教
育・特別支援学校、出前講座受講
者、消費生活サポーター、地域包括
支援センター、消費生活協力団体等

1
市民局
消費生活セ
ンター

162
訪問販売・訪問購
入お断りステッ
カーの作成・配布

消費者被害の未然防止を図るため
に、消費生活センターの電話番号や
「訪問販売・訪問購入お断り」と記
載したステッカーを作成し、消費生
活出前講座等を通じて、配布しま
す。

・配布部数
　約700部

1
市民局
消費生活セ
ンター

163
消費生活パネルの
展示・貸出及び啓
発図書等の貸出

消費者被害の未然防止、拡大防止な
どを啓発するために、消費生活セン
ターの展示コーナーに相談事例や危
害・危険情報など消費生活に関する
テーマのパネルを展示します。また
団体や個人からの依頼に応じて、啓
発図書やＤＶＤ、タペストリー等の
貸し出しを行い、市民の消費生活に
関する知識の向上に役立てます。

・パネル展示回数
　年４回
・数量　延べ80枚
・貸出状況　パネル51枚

1
市民局
消費生活セ
ンター

164

全国消費生活情報
ネットワーク・シ
ステム（PIO-
NET）を活用した
情報収集及び活用

国民生活センターとのオンライン
ネットワークを活用し、全国的な消
費生活相談情報や危害情報の早期把
握に努め、必要に応じ、消費生活に
関する情報を市民に提供するなどし
て、被害拡大の防止を図ります。ま
た、当センターが収集した各情報を
システムに蓄積することにより、相
談データの管理・検索の効率化を図
ります。

・高齢者を狙った被害事例について
各地域包括支援センターに情報提供
を行い関係者への周知を図った。

1
市民局
消費生活セ
ンター

165
ＳＮＳによる注意
喚起

ＳＮＳを通じて、増加している悪質
商法や緊急情報などの消費者に対す
る注意喚起を行います。

・SNSを通じて広島市消費者トラ
ブルLINE相談の周知を行った。

1
市民局
消費生活セ
ンター

166

消費生活センター
と関係相談窓口の
連携による情報提
供・啓発

消費生活センターと次の相談窓口が
相互に連携を図りながら、消費者問
題に関する情報提供及び啓発を図り
ます。

・相談者への対応において関係する
窓口を紹介するとともに、高齢者を
狙った消費者被害については地域包
括支援センターと情報交換を行っ
た。
・消費生活相談件数　7,027件
（消費生活センター受付分）
※下記の相談窓口等の実績は、消費
者トラブル以外の相談を含めた、各
相談窓口での総件数

1
市民局
消費生活セ
ンター

(1)

広島市男女共同参画推進センターに
おいて、女性が直面するさまざまな
悩み、不安を話せる場として開設
し、消費生活に関する相談があった
場合、必要に応じて他の専門機関を
紹介します。

・休館日を除き、毎日実施
　相談実績　2,756件

1
市民局
男女共同参
画課

(2)

広島市男女共同参画推進センターに
おいて、男性が直面するさまざまな
悩み、不安を話せる場として開設
し、消費生活に関する相談があった
場合、必要に応じて他の専門機関を
紹介します。

・毎週水曜日・土曜日実施
　相談実績　223件

1
市民局
男女共同参
画課
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No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

(3)

暴力被害相談センター及び月１回の
区役所巡回相談において、暴力団な
どの介入や暴力がらみの債権の取立
て、工事の施工、不動産の売買、商
品の販売などに対する相談に応じ、
その解決方法を助言・指導するとと
もに、必要に応じて警察等関係機関
への連絡や適切な相談窓口の紹介等
を行います。

・相談件数
　33件
・暴力被害相談センター（本庁舎
12階）
　平日８時30分～17時00分
　相談専用電話：504-2710
・区役所巡回（13～15時）
　東区：第1火曜日 南区：第3火曜日
　西区：第4火曜日 安佐南区：第3木曜日
　安佐北区：第2木曜日 安芸区：第1木曜日
　佐伯区：第4木曜日

1
市民局
市民安全推
進課

166 (4)

広島市犯罪被害者等総合相談窓口に
おいて、犯罪被害者等からの相談や
問合せに対し、庁内関係課の各種支
援制度の案内を行うとともに、必要
に応じて庁外関係機関・団体に関す
る情報提供や橋渡しなどを行いま
す。

・相談件数：95件
犯罪被害者等総合相談窓口（本庁舎
12階）
　平日８時30分～17時15分
　相談専用電話：504-2722

1
市民局
市民安全推
進課

(5)

全区の厚生部地域支えあい課に保
健・医療・福祉総合相談窓口を開設
し、保健師とケースワーカーが高齢
者や心身に障害のある市民からの相
談に応じ、助言や情報提供を行うと
ともに、適切なサービスが提供され
るよう関係部局や関係機関との連絡
調整を行います。

・相談件数
　5,750件

1
健康福祉局
健康福祉企
画課

(6)

市内４１か所に設置されている地域
包括支援センターにおいて、高齢者
やその家族等から様々な相談を受
け、必要な情報提供や関係機関との
連携調整等を行います。

・地域包括支援センターにおける相
談件数　335,888件

1
健康福祉局
地域包括ケ
ア推進課

(7)

市民の介護保険に関する疑問、悩み
等、相談・苦情を受け付けます。

令和３年度以降、専用の電話番号を
廃止し、職員直営による対応に移行
（相談件数の減少による、事業見直
しのため）

1
健康福祉局
介護保険課

(8)

委託相談支援事業所において、情報
の提供等を総合的に行います。

・生活全般の相談の中で、必要に応
じて対応している。
・家計・経済に関する支援

1
健康福祉局
障害自立支
援課

(9)

○住宅相談
住宅リフォーム、耐震及びマンショ
ン管理等に関して、専門的知識を有
する建築士、弁護士により、的確な
アドバイスを市民に対し実施します
（毎月1回）。

○マンション無料相談
マンションの居住者が抱える日常の
管理方法やトラブル等の相談に対
し、広島県マンション管理士会所属
のマンション管理士が、その専門的
知識をもってアドバイスをする「マ
ンション無料相談事業」に要する経
費に対して、一部を補助し、マン
ション居住者の良好な環境の確保に
努めます。

・住宅相談
　月1回12件の枠内（年144件の
枠内）で、建築士、弁護士による無
料相談を実施。
　実績　76件（建築士　37件、
弁護士39件）

・マンション無料相談
　広島県マンション管理士会が実施
する「マンション無料相談事業」に
対し補助金を交付した。

1
都市整備局
住宅政策課
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No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分
令和4年度以降の予定

(事業の見直し・拡充等)
担当課

167
発達障害等の企業
及び関係機関等に
対する普及啓発

発達障害や知的障害など障害のある
方や外国の方などの中には、話し言
葉によるコミュニケーションが困難
な方々がいます。こうした方々が安
心して地域生活を過ごせるよう、親
しみやすくわかりやすいイラストを
指さすことでお互いの意思を伝達し
合える「コミュニケーション支援
ボード」を、行政機関、公共交通機
関、デパート、コンビニ、医療機関
などに提供しています。これにより
コミュニケーションのバリアフリー
の推進を図ります。

・コミュニケーション支援ボードに
ついて、広島市のＨＰで周知を図る
とともに、教育委員会が実施してい
る新任特別支援教育コーディネー
ター研修において、活用方法等につ
いて周知を図った。

1

こども未来
局
こども・家
庭支援課

（４）　消費者団体の育成・支援
No. 事業の名称 内　容 令和3年度の取組状況 区分

令和4年度以降の予定
(事業の見直し・拡充等)

担当課

168
公益社団法人広島
消費者協会事業補
助

公益社団法人広島消費者協会が実施
する教育活動、調査研究活動、地区
活動等に対する事業補助を行うとと
もに、常勤職員人件費の補助を行い
ます。

・事業費補助（1/2補助）
　227,693円
・人件費補助（全額補助）
　4,956,902円

1
市民局
消費生活セ
ンター

169
消費者の自主活動
の場の提供

消費者団体等の自主的な活動を支援
するため、消費者のための活動につ
いて、研修室を無料で提供します。

・利用回数
　184回
・利用者数
　1,179人

1
市民局
消費生活セ
ンター

170
消費者団体等と協
力した啓発事業の
実施

消費者団体等と協力して、消費者教
育・啓発事業を実施します。

・消費者団体等と協力して、7月に
消費者力向上キャンペーン事業を実
施した。

1
市民局
消費生活セ
ンター
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